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１．経営成績・財政状態に関する分析

（1）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、日本銀行の金融政策や政府の経済対策を背景に雇用情勢や企業収益等に

改善がみられ、景気は緩やかな回復基調にありました。 

一方、消費税率引き上げ後の個人消費低迷の長期化や海外経済の動向等、景気を下押しするリスクが存在し、先行き

は依然として不透明な状況で推移いたしました。

香料業界は、国内市場の成熟化、同業者間での競争激化、品質保証に関する要求増加など依然として厳しい状況

にありました。

このような環境の中で、当社グループは製品の品質管理と安全性の確保を第一に、研究・技術開発力の一層の向

上に努め、当社独自の高品質・高付加価値製品の開発に注力してまいりました。

その結果、当連結会計年度におきましては、売上高は47,228百万円（前連結会計年度比5.1％増）と増収となりま

した。 

部門別に見ますと、食品部門は、フルーツ加工品等の売上が減少したものの、長谷川香料（上海）有限公司の同

部門の売上が増加したこと及び新たに連結子会社となったPeresscol Sdn. Bhd.の売上が寄与したこと等を主因に前

連結会計年度比5.5％増加し、41,008百万円（製品：売上高38,620百万円、前連結会計年度比5.2％増 商品：売上高

2,387百万円、前連結会計年度比12.0％増）となりました。 

フレグランス部門は、ハウスホールド製品向けの売上が減少したものの、長谷川香料（上海）有限公司の同部門

の売上が増加したこと等を主因に前連結会計年度比2.6％増加し、6,219百万円（製品：売上高5,711百万円、前連結

会計年度比3.0％増 商品：売上高507百万円、前連結会計年度比2.0％減）となりました。 

 利益につきましては、営業利益は、売上増により売上総利益は増加したものの、販売費及び一般管理費の増加を主

因に前連結会計年度に比べ28百万円（0.7％）減少し、4,352百万円となりました。経常利益は営業利益の減少を主因

に前連結会計年度に比べ87百万円（1.8％）減少し、4,852百万円となりました。この結果、当期純利益は前連結会計

年度に比べ195百万円（6.0％）減少し、3,043百万円となりました。

 また、海外連結子会社の売上高は、長谷川香料（上海）有限公司が前連結会計年度比22.8％の増収（現地通貨ベー

スでは同7.0％の増収）、T.HASEGAWA U.S.A., INC.が前連結会計年度比16.7％の増収（現地通貨ベースでは同0.1％

の増収）となりました。

 

②次期の見通し 

今後のわが国経済は、緩やかな回復基調が続くことが期待されるものの、海外経済の下振れリスクが存在し、先

行きが不透明な状況が続くことが見込まれます。 

一方、香料業界におきましても、各社のシェア獲得競争の一層の激化、品質保証に関する要求増加など厳しい状

況が続くことが予想されます。

このような状況の中で、当社グループは、「技術立社」の社是のもと、研究・技術開発力の一層の向上により、

特徴のある差別化された製品開発を行う一方で、生産性の向上や業務全般の効率化によるコスト削減に努めてまいり

ます。

また、少子高齢化に伴う成熟化が進行する国内市場でのシェア拡大に努める一方で、今後の当社の成長を追求す

るためには、東南アジアにおける拠点網の拡充をはじめ、グローバル展開を更に強化していくことが不可欠です。中

国、東南アジアを中心としたアジア地域及び米国において、国・地域ごとに異なる嗜好を的確に捉えた香料開発を推

進するとともに、必要に応じて将来の成長に向けた基盤強化のための人的資源、資金を投入することで、海外市場で

の一層の業績拡大を目指してまいります。

 通期の連結売上高は49,430百万円（前連結会計年度比4.7％増）、営業利益は4,380百万円（前連結会計年度比

0.6％増）、経常利益は4,640百万円（前連結会計年度比4.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,070百万円

（前連結会計年度比0.9％増）を予定しております。 
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（2）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

 前連結会計年度に比べ、現金及び預金が734百万円減少した一方で、受取手形及び売掛金が1,471百万円、原材料及

び貯蔵品が765百万円それぞれ増加しました。これらを主因に、流動資産は前連結会計年度に比べ1,835百万円増加

し、49,744百万円となりました。

 

（固定資産）

 有形固定資産は、Peresscol Sdn.Bhd.の全株式を取得し、連結の範囲に含めたこと及び長谷川香料（蘇州）有限公

司において新工場が稼働したことなどにより、建物及び構築物が、純額で2,275百万円増加しました。また、当該工

場が稼働した結果、建設仮勘定が633百万円の減少となりました。これらを主因に、前連結会計年度に比べ1,858百万

円増加し、32,614百万円となりました。

 無形固定資産は、Peresscol Sdn.Bhd.の全株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより、のれんが1,319百万

円、その他に含まれる借地権が728百万円、それぞれ純額で増加するなどした結果、前連結会計年度末に比べ2,113百

万円増加し、2,540百万円となりました。

 投資その他の資産は、株価の上昇により投資有価証券が増加したことを主因に、前連結会計年度に比べ3,851百万

円増加し、16,705百万円となりました。

 

（流動負債）

 前連結会計年度に比べ、支払手形及び買掛金が278百万円、未払法人税等が504百万円それぞれ増加した他、当社に

おける設備投資に係る未払金の増加により、流動負債 その他が989百万円増加しました。これらを主因として、流動

負債は前連結会計年度に比べ1,736百万円増加し、12,107百万円となりました。

 

（固定負債）

 前連結会計年度に比べ、役員退職慰労引当金が153百万円減少した一方で、退職給付に係る負債の額が161百万円増

加しました。また、Peresscol Sdn.Bhd.の全株式を取得し、連結の範囲に含めたことにより長期借入金が151百万

円、株価の上昇を主因として繰延税金負債が1,200百万円それぞれ増加しました。この結果、固定負債は前連結会計

年度に比べ1,283百万円増加し、10,061百万円となりました。

 

（純資産の部）

  前連結会計年度に比べ、利益剰余金が1,733百万円、その他有価証券評価差額金が2,772百万円及び為替換算調整勘

定が355百万円それぞれ増加し、第三者割当による処分のため、自己株式が1,159百万円減少（純資産は増加）しまし

た。これらを主因として、純資産合計は前連結会計年度末に比べ6,639百万円増加し、79,436百万円となりました。
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は前連結会計年度末に比べ297百万円減

少（前連結会計年度は2,303百万円増加）し、20,601百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は5,969百万円（前連結会計年度は5,019百万円増加）となりました。これは主に

税金等調整前当期純利益が4,613百万円、減価償却費が3,017百万円、未払消費税等の増加額が391百万円であった

一方で、売上債権の増加額が1,138百万円、法人税等の支払額が820百万円、棚卸資産の増加額が463百万円であっ

たことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は6,769百万円（前連結会計年度は1,518百万円減少）となりました。これは主に

有形固定資産の取得が3,293百万円、子会社株式取得支出が3,026百万円であったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は337百万円(前連結会計年度は1,460百万円減少)となりました。これは主に第三

者割当による自己株式の処分が1,621百万円であった一方で、配当金の支払が1,246百万円であったことによるも

のであります。

 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成24年9月期 平成25年9月期 平成26年9月期 平成27年9月期

自己資本比率 76.4 ％ 78.3 ％ 79.2 ％ 78.2 ％

時価ベースの自己資本比率 51.7 ％ 68.2 ％ 75.6 ％ 64.8 ％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 9.9 ％ 3.9 ％ 3.4 ％ 2.6 ％

インタレスト・カバレッジ・レシオ 833.8  倍 2,011.7  倍 2,397.0  倍 604.1  倍
 

自己資本比率 ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い

 （注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、グループの経営基盤のより一層の強化と今後の事業展開のために必要な内部留保を確保しつつ、株主の

皆様に業績に応じた利益還元を図るため、連結ベースで配当性向35％程度を目途に中間配当と期末配当の年２回の剰

余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 なお、当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで

きる」旨定款に定めており、剰余金の配当は取締役会を決定機関としております。 

 当事業年度の年間配当につきましては、１株当たり30円の配当（うち中間配当15円）を実施することを決定いたし

ました。この結果、当事業年度の連結ベースの配当性向は41.0％となりました。 

 内部留保資金につきましては、設備投資とグローバル化戦略の展開を図るための有効投資に使用してまいります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成27年５月８日取締役会決議 622 15

平成27年11月６日取締役会決議 636 15

 次期の年間配当につきましては、１株当たり30円（うち中間配当15円）を予定しております。

 

（4）事業等のリスク

 当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 なお、下記事項の記載において将来に関する事項は本連結決算発表日現在において当社が判断したものでありま

す。

① 当社グループの顧客業界（食品業界、トイレタリー業界等）の最終製品の販売が、天候不順等により低迷した

場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。

② 当社グループは、世界各国の複数の取引先から、多くの種類の天然原料を調達しておりますが、生産地におけ

る異常気象（サイクロン、ハリケーンの発生等）による被害や社会不安（テロ、戦争、伝染病等）により調達

が困難になった場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。

③ 当社グループの生産拠点に、自然災害（地震、台風等）や社会不安（テロ、戦争、伝染病等）による被害が発

生した場合、当社グループの業績に影響を与える場合があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社、子会社８社及び関連会社２社で構成されており、香料の製造並びに販売あるいはこれらに関

連する事業を行っております。 

 当社グループの主な事業内容及び事業系統図は以下のとおりであります。

セグメント 部門区分（注）

日本
フレグランス部門（製品・商品）

食品部門（製品・商品）

アジア
フレグランス部門（製品）

食品部門（製品）

米国 食品部門（製品・商品）

（注）各部門の主要品目、主要用途は以下のとおりであります。

○ フレグランス部門 

香水・クリーム等の化粧品、シャンプー・石鹸等のトイレタリー製品、洗剤等のハウスホールド製品に用いら

れる香粧品香料等。

○ 食品部門 

飲料・菓子・冷菓・デザート・即席麺スープ等に用いられるエッセンス・食品用油性香料・食品用粉末香料・

シーズニング・フルーツ加工品・天然色素等。

区分 主要品目 主要用途

製品

フレグランス部門

香粧品香料

香粧品製品

合成香料

香水、オーデコロン等のフレグランス製品。クリーム、口紅、ヘ

アトニック等の化粧品。シャンプー、石鹸等のトイレタリー製

品。芳香剤、洗剤等のハウスホールド製品。

食品部門

エッセンス

食品用油性香料

食品用乳化香料

食品用粉末香料

食品用抽出香料

シーズニング

エキストラクト

加工食品素材

フルーツ加工品

天然色素

飲料、冷菓、デザート等。

菓子、スープ、酪農・油脂製品等。

飲料、菓子、冷菓等。

菓子、スープ、食肉・水産加工品等。

飲料、冷菓、菓子等。

スープ、菓子、調味料等。

飲料、冷菓、デザート等。

加工食品、飲料、菓子等。

飲料、冷菓、デザート等。

飲料、加工食品等。

商品

フレグランス部門 化粧品素材等 化粧品等。

食品部門
フルーツ加工品

果汁
飲料、冷菓、デザート等。
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［事業系統図］
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主な事業内容は下記のとおりであります。 

 

セグメント 会社名 部門区分 事業内容

日本

長谷川ビジネスサービス㈱ 食品部門 農畜産物の加工及び販売

㈱エー・テイ・エイチ 食品部門 フルーツ加工品の製造及び販売

㈱小海コンポース その他 有機質肥料の製造及び販売

アジア 

長谷川香料（上海）有限公司
フレグランス

及び食品部門
各種香料の製造及び販売

長谷川香料（蘇州）有限公司 食品部門 各種食品香料の製造及び販売

上海長谷川香精貿易有限公司
フレグランス

及び食品部門
各種香料及び香料原材料の販売

T.HASEGAWA (SOUTHEAST ASIA) CO.,LTD.
フレグランス

及び食品部門
各種香料の販売

Peresscol Sdn. Bhd. 食品部門 各種食品香料の製造及び販売

PT. HASEGAWA FLAVOURS AND FRAGRANCES 

INDONESIA

フレグランス

及び食品部門
各種香料の販売

米国 T.HASEGAWA U.S.A.,INC.
フレグランス

及び食品部門

各種香料の製造及び販売、各種香料・原材

料・食品加工の調査

  （注）１．当社は堆肥原料となる農産物系の廃棄物を産業廃棄物処理業者経由にて㈱小海コンポースへ供給してい

るため、当社と㈱小海コンポースの間に直接の取引はありません。

２．平成26年10月にマレーシアのPeresscol Sdn. Bhd.の全株式を取得して連結子会社といたしました。
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３．経営方針

（1）会社の経営の基本方針

 当社グループは社是に「技術立社」を掲げ、研究・技術開発力の向上を図り、高品質・高付加価値製品を生み出す

ことを常に最優先の課題としております。

 また、厳しい経済環境のもと、香料業界における国際競争は激化し、多様化する顧客ニーズへの即応が求められる

中、当社は以下の事項を経営の基本方針としております。

 

① 企業価値の向上と株主利益の増大を目標とし、安定的で適正な利益還元を実施する。

② コンプライアンス（法令順守）を徹底し、企業の社会的責任を全うする。

③ 従業員の働きやすい環境を整備する。

 

（2）目標とする経営指標

 当社グループが持続的・安定的な発展を達成するために、必要かつ可能な範囲を意識して、連結売上高伸長率

3.0％以上、連結売上高営業利益率14.0％以上、連結売上高経常利益率13.0％以上及び連結ＲＯＥ（自己資本当期純

利益率）8.0％以上を目標としております。

 当連結会計年度におきましては、連結売上高伸長率5.1％、連結売上高営業利益率9.2％、連結売上高経常利益率

10.3％、連結ＲＯＥ4.0％となりました。

 

（3）中長期的な会社の経営戦略

少子高齢化に伴う成熟化が進行する国内市場でのシェア拡大に努める一方で、今後の当社の成長を追求するために

は、グローバル展開を更に強化していくことが不可欠です。中国、東南アジアを中心としたアジア地域及び米国にお

いては、国・地域ごとに異なる嗜好を的確に捉えた香料開発を推進してまいります。必要に応じて将来の成長に向け

た基盤強化のための人的資源、資金を投入するとともに、国内外での業務提携等を通じて、グローバル企業との競争

を勝ち抜き、海外市場での業績拡大を目指してまいります。 

また、総合研究所の機能を活用した研究・技術開発力の一層の強化、生産設備の整理統合による合理的かつ効率的

な生産体制の確立に取り組むことで、競争力の強化と顧客サービスの向上に努めてまいります。 

 

（4）会社の対処すべき課題 

厳しい経営環境の中で、当社グループが国内外での激しい競争を勝ち抜くためには、各研究部門間の連携強化によ

る研究・技術開発力の一層の向上、生産性の向上や業務全般の効率化によるコスト削減努力、中国、東南アジアを中

心としたアジア地域及び米国を軸としたグローバル化の推進等が求められます。 

営業面におきましては、全社一丸となって得意先の潜在的な欲求であるウォンツを先取りしたソリューション提案

を積極的に行っていくことで、販売シェアの拡大を目指してまいります。 

生産面におきましては、合理的かつ効率的な生産体制の確立を目標に、生産設備の統合と更新・新設を進める一方

で、生産技術の向上、製造方法の改良、物流体制の見直し、在庫水準の適正化や廃棄ロスの抑制等により一層のコス

ト削減に努めてまいります。 

海外におきましては、アジア地域の需要を取り込むことによる業績の拡大を目標に、中国において長谷川香料（上

海）有限公司の営業・研究体制の強化、拡充を進めてまいります。また、平成27年６月に長谷川香料（蘇州）有限公

司の食品香料工場建設に係る第２期工事が完了し、今後も高まることが見込まれる香料需要に対応可能な体制が整い

ました。東南アジアでは、生産・販売拠点であるマレーシアのPeresscol Sdn. Bhd.と販売拠点であるタイのT. 

HASEGAWA (SOUTHEAST ASIA) CO., LTD.及びインドネシアのPT. HASEGAWA FLAVOURS AND FRAGRANCES INDONESIAとの連

携を深め、営業活動をより一層強化していくことで売上拡大を目指してまいります。 

また、米国では、T. HASEGAWA U.S.A., INC.の営業・研究体制強化を図り、現地顧客向けの積極的な営業活動によ

り、業績拡大を図ってまいります。
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応してい

く方針であります。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当連結会計年度 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,409 9,674 

受取手形及び売掛金 14,917 16,389 

有価証券 10,499 10,999 

商品及び製品 5,954 5,917 

仕掛品 166 154 

原材料及び貯蔵品 4,511 5,276 

繰延税金資産 578 624 

その他 876 713 

貸倒引当金 △4 △4 

流動資産合計 47,909 49,744 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 32,446 ※２ 36,100 

減価償却累計額 △17,203 △18,582 

建物及び構築物（純額） 15,242 ※２ 17,517 

機械装置及び運搬具 34,223 35,647 

減価償却累計額 △28,356 △29,743 

機械装置及び運搬具（純額） 5,867 5,904 

工具、器具及び備品 5,346 5,992 

減価償却累計額 △4,339 △4,809 

工具、器具及び備品（純額） 1,006 1,182 

土地 6,551 6,555 

建設仮勘定 2,088 1,455 

有形固定資産合計 30,755 32,614 

無形固定資産    

のれん － 1,319 

その他 427 ※２ 1,220 

無形固定資産合計 427 2,540 

投資その他の資産    

投資有価証券 ※１ 11,982 ※１ 15,742 

繰延税金資産 31 27 

退職給付に係る資産 1 6 

その他 ※１ 891 ※１ 989 

貸倒引当金 △54 △60 

投資その他の資産合計 12,853 16,705 

固定資産合計 44,036 51,860 

資産合計 91,946 101,604 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成26年９月30日) 
当連結会計年度 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,617 5,896 

1年内返済予定の長期借入金 170 ※２ 5 

未払法人税等 358 863 

賞与引当金 1,000 1,054 

役員賞与引当金 41 36 

資産除去債務 － 78 

その他 3,182 4,172 

流動負債合計 10,370 12,107 

固定負債    

長期借入金 － ※２ 151 

繰延税金負債 1,037 2,237 

退職給付に係る負債 6,329 6,490 

役員退職慰労引当金 1,220 1,066 

資産除去債務 147 69 

その他 43 46 

固定負債合計 8,778 10,061 

負債合計 19,149 22,168 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,364 5,364 

資本剰余金 6,700 7,292 

利益剰余金 55,440 57,173 

自己株式 △1,480 △321 

株主資本合計 66,025 69,509 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 5,631 8,404 

為替換算調整勘定 1,461 1,817 

退職給付に係る調整累計額 △322 △295 

その他の包括利益累計額合計 6,771 9,926 

純資産合計 72,796 79,436 

負債純資産合計 91,946 101,604 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 44,917 47,228 

売上原価 ※１ 28,558 ※１ 29,949 

売上総利益 16,359 17,278 

販売費及び一般管理費    

荷造運搬費 835 830 

給料及び手当 4,957 5,315 

賞与引当金繰入額 623 669 

役員賞与引当金繰入額 41 36 

退職給付費用 500 541 

役員退職慰労引当金繰入額 150 150 

福利厚生費 943 1,029 

減価償却費 730 755 

のれん償却額 － 127 

その他 3,195 3,468 

販売費及び一般管理費合計 ※２ 11,977 ※２ 12,925 

営業利益 4,381 4,352 

営業外収益    

受取利息 56 54 

受取配当金 183 196 

為替差益 251 183 

その他 111 115 

営業外収益合計 602 548 

営業外費用    

支払利息 1 10 

設備賃貸費用 32 32 

その他 9 5 

営業外費用合計 44 49 

経常利益 4,939 4,852 

特別利益    

投資有価証券売却益 19 － 

特別利益合計 19 － 

特別損失    

減損損失 － ※４ 61 

固定資産廃棄損 ※３ 127 ※３ 165 

投資有価証券評価損 － 12 

特別損失合計 127 239 

税金等調整前当期純利益 4,832 4,613 

法人税、住民税及び事業税 1,111 1,370 

法人税等調整額 481 199 

法人税等合計 1,593 1,569 

少数株主損益調整前当期純利益 3,239 3,043 

当期純利益 3,239 3,043 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

少数株主損益調整前当期純利益 3,239 3,043 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,473 2,772 

為替換算調整勘定 1,220 355 

退職給付に係る調整額 － 27 

その他の包括利益合計 ※１ 2,693 ※１ 3,155 

包括利益 5,932 6,198 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 5,932 6,198 

少数株主に係る包括利益 － － 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

            (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
自己株式 
（従持信託 
所有分） 

自己株式合計 株主資本合計 

当期首残高 5,364 6,700 53,655 △1,350 △270 △1,621 64,099 

会計方針の変更による累積的
影響額             － 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

5,364 6,700 53,655 △1,350 △270 △1,621 64,099 

当期変動額               

剰余金の配当     △1,453       △1,453 

当期純利益     3,239       3,239 

自己株式の取得       △1   △1 △1 

自己株式の処分   0   0   0 0 

自己株式の従持信託からの売
却         141 141 141 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 - 0 1,785 △0 141 140 1,925 

当期末残高 5,364 6,700 55,440 △1,351 △129 △1,480 66,025 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 4,158 241 － 4,399 68,499 

会計方針の変更による累積的
影響額         － 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

4,158 241 － 4,399 68,499 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,453 

当期純利益         3,239 

自己株式の取得         △1 

自己株式の処分         0 

自己株式の従持信託からの売
却         141 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 1,473 1,220 △322 2,371 2,371 

当期変動額合計 1,473 1,220 △322 2,371 4,297 

当期末残高 5,631 1,461 △322 6,771 72,796 
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当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

            (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
自己株式 
（従持信託 
所有分） 

自己株式合計 株主資本合計 

当期首残高 5,364 6,700 55,440 △1,351 △129 △1,480 66,025 

会計方針の変更による累積的
影響額     △64       △64 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

5,364 6,700 55,376 △1,351 △129 △1,480 65,961 

当期変動額               

剰余金の配当     △1,245       △1,245 

当期純利益     3,043       3,043 

自己株式の取得       △0   △0 △0 

自己株式の処分   591   1,030   1,030 1,621 

自己株式の従持信託からの売
却         129 129 129 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）               

当期変動額合計 － 591 1,797 1,029 129 1,159 3,547 

当期末残高 5,364 7,292 57,173 △321 - △321 69,509 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係
る調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 5,631 1,461 △322 6,771 72,796 

会計方針の変更による累積的
影響額         △64 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 5,631 1,461 △322 6,771 72,732 

当期変動額           

剰余金の配当         △1,245 

当期純利益         3,043 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         1,621 

自己株式の従持信託からの売
却         129 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

2,772 355 27 3,155 3,155 

当期変動額合計 2,772 355 27 3,155 6,703 

当期末残高 8,404 1,817 △295 9,926 79,436 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 4,832 4,613 

減価償却費 2,910 3,017 

減損損失 － 61 

のれん償却額 － 127 

退職給付制度終了に伴う未払金の増減額（△は減

少） 
△65 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 124 △153 

賞与引当金の増減額（△は減少） 14 50 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18 △4 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 6 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 49 121 

受取利息及び受取配当金 △239 △250 

支払利息 1 10 

為替差損益（△は益） △191 △163 

固定資産廃棄損 127 165 

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △19 12 

売上債権の増減額（△は増加） 433 △1,138 

たな卸資産の増減額（△は増加） △665 △463 

仕入債務の増減額（△は減少） △7 183 

未払消費税等の増減額（△は減少） △128 391 

その他 △207 △38 

小計 6,952 6,550 

利息及び配当金の受取額 238 249 

利息の支払額 △2 △9 

法人税等の支払額 △2,169 △820 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,019 5,969 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △20 △94 

定期預金の払戻による収入 20 56 

有価証券の取得による支出 △2,999 － 

有価証券の償還による収入 7,000 － 

有形固定資産の取得による支出 △5,334 △3,293 

有形固定資産の除却による支出 △94 △160 

無形固定資産の取得による支出 △92 △138 

投資有価証券の取得による支出 △31 △31 

投資有価証券の売却による収入 69 － 

敷金の回収による収入 21 － 

子会社増資による支出 － △84 

子会社株式の取得による支出 △25 ※２ △3,026 

資産除去債務の履行による支出 △37 △3 

その他 6 7 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,518 △6,769 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入金の返済による支出 △157 △197 

自己株式の取得による支出 △1 △0 

自己株式の売却による収入 153 160 

第三者割当による自己株式の処分による収入 － 1,621 

配当金の支払額 △1,453 △1,246 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,460 337 

現金及び現金同等物に係る換算差額 262 165 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,303 △297 

現金及び現金同等物の期首残高 18,595 20,898 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 20,898 ※１ 20,601 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 5社

連結子会社の名称

長谷川ビジネスサービス（株）

T.HASEGAWA U.S.A.,INC.

長谷川香料（上海）有限公司

長谷川香料（蘇州）有限公司

Peresscol Sdn. Bhd.

上記のうち、Peresscol Sdn. Bhd.については、当連結会計年度においてその全株式を取得し、連結の

範囲に含めております。 

 

② 非連結子会社の名称等 

T.HASEGAWA (SOUTHEAST ASIA) CO.,LTD.

上海長谷川香精貿易有限公司

PT.HASEGAWA FLAVOURS AND FRAGRANCES INDONESIA 

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

非連結子会社３社及び関連会社 株式会社エー・テイ・エイチ他１社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しておりま

す。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち長谷川香料（上海）有限公司、長谷川香料（蘇州）有限公司及びPeresscol Sdn. Bhd.の

決算日は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基

づく財務諸表を使用しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

は定額法。

在外連結子会社は定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８～50年

機械装置    ５～10年
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② 無形固定資産 

定額法。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は、売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。また、在外連結子会社は主として個別要引当額を計上しております。

② 賞与引当金

当社及び連結子会社は、従業員及び執行役員への賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額

のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金

当社は、取締役及び監査役に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度末における年間支給見込

額に基づき、当連結会計年度において負担すべき額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

当社は取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。また、執行役員（取締役である執行役員を除く）に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として10年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法 

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額

の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

(5) のれんの償却方法及び期間 

のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。 

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連

結会計年度の費用として処理しております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の

期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の

平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率

を使用する方法へ変更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会

計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており

ます。 

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が99百万円増加し、利益剰余金が64百万円減少してお

ります。なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を当連結会計年度より適用しております。なお、適用初年度の期首より前に締結された信託契約に

係る会計処理については、同実務対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続しております。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

 

(1）概要

 子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得

関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の確

定の取扱い等について改正されました。

(2）適用予定日

 平成28年９月期の期首から適用します。

 なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年９月期の期首以後実施される企業結合から適用し

ます。

(3）当該会計基準等の適用による影響

 「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おりましたが、当連結会計年度をもって当該取引は終了しております。

（1）取引の概要

 当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上のインセンティブ付与と、株主としての資本参加

による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的な発展を促すことを目的として、平成22年９月に「信託型

従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下「本プラン」）を導入しております。本プランは、

「長谷川香料従業員持株会」（以下「持株会」）に加入するすべての従業員を対象とするインセンティブ・プラ

ンです。本プランでは、当社が信託銀行に「長谷川香料従業員持株会専用信託」（以下「従持信託」）を設定

し、従持信託は、本プランを導入後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を予め取得し

ます。その後は、従持信託から持株会に対して定時に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持

信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満た

す者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入金に対し保証をしているため、

当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売

却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。また、当

社は平成22年９月17日付で、自己株式590千株（821百万円）を従持信託へ譲渡し、当該自己株式については、当

社から従持信託へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。

 なお、当連結会計年度における信託終了時点で、従持信託内の借入金は完済されたため、当社が弁済すべき残

債はありません。

(2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理 

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

(3）信託が保有する自社の株式に関する事項 

 信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度129百万円で、株主資本において自己株

式として計上しております。

 また当該株式の期末株式数は、前連結会計年度93千株であり、期中平均株式数は、前連結会計年度140千株、

当連結会計年度49千株で、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式には含めておりません。
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（連結貸借対照表関係）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
当連結会計年度

（平成27年９月30日）

投資有価証券 (株式) 49百万円 133百万円

投資その他の資産「その他」 （出資金） 12 12

 

※２．担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
当連結会計年度

（平成27年９月30日）

建物及び構築物            

無形固定資産「その他」（借地権）
－ 353百万円 

計 － 353百万円

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
当連結会計年度

（平成27年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 － 4百万円 

長期借入金 － 137 

計 － 142百万円 

 

（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

   す。

前連結会計年度 
（自 平成25年10月１日 

  至 平成26年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成26年10月１日 

  至 平成27年９月30日） 

81百万円 30百万円 

 

※２．研究開発費の総額

 
前連結会計年度 

（自 平成25年10月１日 
  至 平成26年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成26年10月１日 

  至 平成27年９月30日） 

販売費及び一般管理費に含まれる 

研究開発費 
4,010百万円 4,238百万円 

 

※３．固定資産廃棄損の内訳 

 
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

建物及び構築物 62百万円 68百万円

機械装置及び運搬具 49 （注）93

工具、器具及び備品 14 4

ソフトウエア 0 －

計 127 165

(注)当連結会計年度において、減損損失の対象とした遊休資産の撤去費用が73百万円含まれております。
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※４．減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

場所 用途 種類

長野県須坂市 遊休資産 建物、構築物、機械装置他

群馬県館林市 遊休資産 土地

 当社グループは、原則として、事業用資産については、事業単位を基準としてグルーピングを行っており、遊休資産に

ついては個別資産ごとにグルーピングを行っております。当連結会計年度において、当社が生産委託会社に貸与している

資産の一部が遊休となったため、当該資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失（51百万円）

として特別損失に計上しております。その内訳は、建物23百万円、構築物13百万円、機械装置12百万円、その他0百万円

であります。なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フロー

が見込めないため零としております。また、事業の用に供していない遊休資産の土地について、その帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、減損損失（10百万円）として特別損失に計上しております。なお、当該資産グループの回収可能価額

は、不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により測定しております。 

 

（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 2,299百万円 3,656百万円

組替調整額 △19 -

税効果調整前 2,280 3,656

税効果額 △807 △883

その他有価証券評価差額金 1,473 2,772

為替換算調整勘定：    

当期発生額 1,220 355

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 - 5

組替調整 - 58

税効果調整前 - 64

税効果額 - △37

退職給付に係る調整額 - 27

その他の包括利益合計 2,693 3,155
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成25年10月１日至 平成26年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 42,708千株 －千株 －千株 42,708千株

合計 42,708千株 －千株 －千株 42,708千株

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 1,179千株
0

（注１） 

千株

 

0

（注１) 

千株

 
1,180千株

普 通 株 式 

( 従 持 信 託 

所 有 分 ) 

194千株

 

－

 

 

千株

 

101

（注２） 

千株

 
93千株

合計 1,374千株 0千株 101千株 1,273千株

（注）  １．自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、自己株式数の減少は、単元未満株式の買増

し請求による売渡しによるものであります。 

２．当連結会計年度における自己株式数の減少は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の一環とし

て、従持信託が長谷川香料従業員持株会へ株式を売却したことによる減少であります。

 

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４.配当に関する事項

① 配当金支払額

イ．平成25年11月８日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 830百万円

・１株当たり配当額 20円

・基準日 平成25年９月30日

・効力発生日 平成25年12月20日

ロ．平成26年５月９日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 622百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月２日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

イ．平成26年11月７日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 622百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成26年９月30日

・効力発生日 平成26年12月19日

（注）上記配当金の総額は、従持信託が所有する当社株式に対する配当金も、含めて表示しております。 
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当連結会計年度（自 平成26年10月１日至 平成27年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 42,708千株 －千株 －千株 42,708千株

合計 42,708千株 －千株 －千株 42,708千株

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 

普 通 株 式 1,180千株
0

（注１） 

千株

 

900

（注１) 

千株

 
281千株

普 通 株 式 

( 従 持 信 託 

所 有 分 ) 

93千株

 

－

 

 

千株

 

93

（注２） 

千株

 
－千株

合計 1,273千株 0千株 993千株 281千株

（注）  １．自己株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、自己株式数の減少は、第三者割当による処

分によるものであります。 

２．当連結会計年度における自己株式数の減少は、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の一環とし

て、従持信託が長谷川香料従業員持株会へ株式を売却したことによる減少であります。

 

３. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

 

４.配当に関する事項

① 配当金支払額

イ．平成26年11月７日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 622百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成26年９月30日

・効力発生日 平成26年12月19日

ロ．平成27年５月８日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 622百万円

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成27年３月31日

・効力発生日 平成27年６月１日

（注）上記配当金の総額は、従持信託が所有する当社株式に対する配当金も、含めて表示しております。 

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの 

イ．平成27年11月６日開催の取締役会決議による普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 636百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 15円

・基準日 平成27年９月30日

・効力発生日 平成27年12月18日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 10,409百万円 9,674百万円

有価証券 10,499 10,999

計 20,908 20,673

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △10 △72

現金及び現金同等物 20,898 20,601

 

※２. 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

  株式の取得により新たにPeresscol Sdn.Bhd.（以下Peresscol社）を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びにPeresscol社株式の取得価額とPeresscol社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。

流動資産 551百万円

固定資産 1,399 

のれん 1,822 

流動負債 △132 

固定負債 △358 

為替換算調整勘定 △123 

Peresscol社株式の取得価額 3,158 

Peresscol社現金及び現金同等物 △131 

差引：Peresscol社取得のための支出 3,026  

 

 ２．重要な非資金取引の内容 

  該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

   該当事項はありません。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
当連結会計年度

（平成27年９月30日）

１年内 134 11

１年超 10 1

合計 145 12
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、事業活動を行うために必要な運転資金及び設備投資資金については、自己資金を充当しており

ます。資金運用については、安全性の高い金融資産の運用に限定しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあた

り生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

 有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び満期保有目的の債券であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが半年以内の支払期日であります。また、その一部には、

原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、債権管理規程に基づき、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の状況を定期的

にモニタリングし、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社について

も、当社の債権管理方法に準じて同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

 有価証券及び投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状

況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、毎月資金繰り計画を作成・更新するとともに、相当額の手許流動性の維持などにより流動性リスクを

管理しております。連結子会社についても、当社に準じた管理を行っております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定において変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また、重要性の乏しいものは

省略しております。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません

（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成26年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 10,409 10,409 －

（2）受取手形及び売掛金 14,917 14,917 －

（3）有価証券及び投資有価証券      

満期保有目的の債券 10,499 10,499 △0

その他有価証券 11,826 11,826 －

資産計 47,652 47,651 △0

支払手形及び買掛金 5,617 5,617 －

負債計 5,617 5,617 －
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当連結会計年度（平成27年９月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 9,674 9,674  

（2）受取手形及び売掛金 16,389 16,389  

（3）有価証券及び投資有価証券      

満期保有目的の債券 10,999 10,998 △0

その他有価証券 15,514 15,514 －

資産計 52,576 52,576 △0

支払手形及び買掛金 5,896 5,896 －

負債計 5,896 5,896 －

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）有価証券及び投資有価証券

 これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格

によっております。また、譲渡性預金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注

記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負 債 

支払手形及び買掛金

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
当連結会計年度

（平成27年９月30日）

非上場株式 156 228

 これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）有価証券

及び投資有価証券」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

現金及び預金 10,409 － －

受取手形及び売掛金 14,917 － －

有価証券      

満期保有目的の債券 10,500 － －

合計 35,826 － －

 

当連結会計年度（平成27年９月30日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

現金及び預金 9,674 － －

受取手形及び売掛金 16,389 － －

有価証券      

満期保有目的の債券 11,000 － －

合計 37,063 － －
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成26年９月30日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

（1）国債・地方債等 8,499 8,499 △0

（2）社債 1,999 1,999 △0

（3）その他 － － －

小計 10,499 10,499 △0

合計 10,499 10,499 △0

 

当連結会計年度（平成27年９月30日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 1,999 1,999 0

（3）その他 － － －

小計 1,999 1,999 0

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの

（1）国債・地方債等 － － －

（2）社債 3,999 3,999 △0

（3）その他(注） 5,000 5,000 －

小計 8,999 8,999 △0

合計 10,999 10,998 △0

（注）その他には、譲渡性預金が含まれています。
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２．その他有価証券 

前連結会計年度（平成26年９月30日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（1）株式 11,824 3,141 8,682

（2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 11,824 3,141 8,682

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（1）株式 2 2 △0

（2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 2 2 △0

合計 11,826 3,143 8,682

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。また、非上場株式（連結貸借対照表計上額 156百万

円）については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。
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当連結会計年度（平成27年９月30日）

  種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

（1）株式 15,514 3,175 12,338

（2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 15,514 3,175 12,338

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

（1）株式 － － －

（2）債券      

① 国債・地方債等 － － －

② 社債 － － －

③ その他 － － －

（3）その他 － － －

小計 － － －

合計 15,514 3,175 12,338

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。また、非上場株式（連結貸借対照表計上額 228百万

円）については、市場価格が無く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」

には含めておりません。
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３．売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年9月30日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額 
（百万円）

売却損の合計額 
（百万円）

(1）株式 69 19 －

(2）債券      

①  国債・地方債等 － － －

②  社債 － － －

③  その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 69 19 －

 

当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年9月30日）

該当事項はありません。

 

４．減損処理を行った有価証券

 当連結会計年度において、有価証券について12百万円（その他有価証券の株式12百万円）の減損処理を行っておりま

す。

 なお、減損処理にあたっては、取得原価に比べ、時価のある有価証券は期末における時価が30％以上下落した場合

に、時価のない有価証券は発行会社の直近決算における実質価額が50％以上下回った場合に、それぞれ減損処理を行っ

ております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成25年10月１日 平成26年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職一時金制度及び確定拠出年金制度を主たる制度として採用しており、一部について確定給付年金制度

を設けているほか、東京薬業厚生年金基金制度に加入しております。このうち、自社の拠出に対応する年金資産の額

を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理しております。また、執行役員

（取締役である執行役員を除く）に対して退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。なお、従業員の退職

等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があり

ます。

 連結子会社５社のうち、国内連結子会社は、当連結会計年度より退職一時金制度を導入し、退職給付に係る負債及

び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用することとして

おりますが、当連結会計年度末における期末自己都合要支給額は発生しておりません。同子会社は、この他に東京薬

業厚生年金基金制度に加入しており、当社と同様の会計処理をしております。また、在外連結子会社２社は確定拠出

型年金制度を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自 平成25年10月１日

至 平成26年９月30日）

当連結会計年度

（自 平成26年10月１日

至 平成27年９月30日）

退職給付債務の期首残高 6,258百万円 6,669百万円 

会計方針の変更による累積的影響額 － 99

会計方針の変更を反映した期首残高 6,258 6,769

勤務費用 337 360

利息費用 115 75

数理計算上の差異の発生額 448 △3

退職給付の支払額 △489 △426

退職給付債務の期末残高 6,669 6,776

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 

前連結会計年度

（自 平成25年10月１日

至 平成26年９月30日）

当連結会計年度

（自 平成26年10月１日

至 平成27年９月30日）

年金資産の期首残高 390百万円 342百万円

期待運用収益 11 10

数理計算上の差異の発生額 18 2

退職給付の支払額 △78 △62

年金資産の期末残高 342 291
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(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）

当連結会計年度

（平成27年９月30日）

積立型制度の退職給付債務 340百万円 285百万円 

年金資産 △342 △291

  △1 △6

非積立型制度の退職給付債務 6,329 6,490

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,327 6,484

     

退職給付に係る資産

退職給付に係る負債 

1

6,329

6

6,490

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,327 6,484

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

前連結会計年度

（自 平成25年10月１日

至 平成26年９月30日）

当連結会計年度

（自 平成26年10月１日

至 平成27年９月30日）

勤務費用 337百万円 360百万円 

利息費用 115 75

期待運用収益 △11 △10

数理計算上の差異の費用処理額 19 58

確定給付制度に係る退職給付費用 460 484

 

(5）退職給付に係る調整額 

 退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自 平成25年10月１日

至 平成26年９月30日）

当連結会計年度

（自 平成26年10月１日

至 平成27年９月30日）

数理計算上の差異 － 64百万円 

合 計 － 64

 

(6）退職給付に係る調整累計額

 退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）

当連結会計年度

（平成27年９月30日）

未認識数理計算上の差異 △498百万円 △434百万円

合 計 △498 △434
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(7）年金資産に関する事項 

① 年金資産の主な内訳

 年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）

当連結会計年度

（平成27年９月30日）

債券 58.1％ 63.3％

株式 37.6 35.7

その他 4.3 1.0

合 計 100.0 100.0

 

② 長期期待運用収益率の設定方法

 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項 

主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）

当連結会計年度

（平成27年９月30日）

割引率 1.4％ 1.2％

長期期待運用収益率 3.0％ 3.0％

 
３．確定拠出制度 

 当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26

年９月30日）122百万円、当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）139百万円であり

ます。

 

４．複数事業主制度 

 確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度

（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）241百万円、当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 

平成27年９月30日）235百万円であります。

 

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）

当連結会計年度

（平成27年９月30日）

年金資産の額 512,488百万円 571,380百万円 

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注1.）
522,289 561,736

差引額 △9,801 9,644 

（注１．）前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。 

（注２．）上記の金額は、それぞれ平成26年３月31日時点、平成27年３月31日時点における金額であります。

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合 

前連結会計年度 1.3％  （自 平成26年９月１日 至 平成26年９月30日）

当連結会計年度 1.3％  （自 平成27年９月１日 至 平成27年９月30日）

 

(3）補足説明

 上記(1)の差引額の主な要因は、前連結会計年度においては、基金年金財政上の未償却過去勤務債務残高45,242

百万円と基本金（剰余）35,440百万円、当連結会計年度においては、同未償却過去勤務債務残高40,107百万円、当

年度剰余金14,310百万円、別途積立金35,440百万円であります。 

 本制度における未償却過去勤務債務残高の償却方法は元利均等方式であり、事業主負担掛金率は15.5‰、償却残

余期間は、平成26年３月31日現在で８年０ヶ月、平成27年３月31日現在で７年０カ月であります。なお、上記(2)

の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成25年10月１日 平成26年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年９月30日）

繰延税金資産     

退職給付引当金 2,063百万円  1,945百万円

役員退職慰労引当金 432   342

賞与引当金 318   298

試験研究費棚卸資産負担額 95   83

投資有価証券評価損 90   81

たな卸資産に係る未実現利益 63   79

資産除去債務 52   47

未払事業税 12   65

繰越欠損金 35   59

その他 586   610

繰延税金資産小計 3,750   3,614

評価性引当額 △424   △348

繰延税金資産合計 3,325   3,265

繰延税金負債との相殺 △2,715   △2,613

繰延税金資産の純額 610   652

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,050   △3,933

圧縮記帳積立金 △198   △178

在外子会社の加速度償却費 △109   △126

その他 △394   △611

繰延税金負債合計 △3,752   △4,851

繰延税金資産との相殺 2,715   2,613

繰延税金負債の純額 △1,037   △2,237

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
 

当連結会計年度
（平成27年９月30日）

流動資産－繰延税金資産 578百万円  624百万円

固定資産－繰延税金資産 31   27

固定負債－繰延税金負債 △1,037   △2,237
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

 
前連結会計年度

（平成26年９月30日）
 
 

当連結会計年度
（平成27年９月30日）

法定実効税率 37.8％   35.4％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1   1.6 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.7   △1.2

法人税額の特別控除 △5.5   △6.6

連結子会社法定実効税率差異 △4.5   △3.7

繰越欠損金 －   △0.5

評価性引当額 0.4   △0.2

海外連結子会社等の留保利益に係る税効果 3.2   1.9

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.9   5.4

その他 0.3   1.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.0   34.0

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下

げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、

従来の35.4％から平成27年10月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.9％に、平成

28年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額が285百万円、繰延税金負債の金額が429百万円それぞれ減少するととも

に、法人税等調整額が246百万円、その他有価証券評価差額金が404百万円それぞれ増加し、退職給付に係る調整累計

額が14百万円減少しております。

 

（企業結合等関係）

取得による企業結合

１． 企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  Peresscol Sdn. Bhd.

事業の内容     食品用粉末シーズニングおよび液体香料の製造販売

（2）企業結合を行った主な理由

   東南アジアにおける製造拠点を確保し、当社の東南アジアにおける販売拠点との連携等を通じて、成長

率の高い東南アジア市場への浸透を加速していくためであります。

（3）企業結合日

平成26年10月31日

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得 

（5）結合後企業の名称

名称の変更はありません。 

（6）取得した議決権比率 

合併直前に所有していた議決権比率   －％ 

企業結合日に取得した議決権比率   100％ 

取得後の議決権比率         100％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 

当社が、現金を対価として全株式を取得したためであります。

 

２． 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成27年１月１日から平成27年９月30日まで 

 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 3,051百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 106百万円

取得原価   3,158百万円
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４． 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（1）発生したのれんの金額

1,822百万円

（2）発生原因

主として、今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 
５． 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

流動資産   551百万円 

固定資産  1,399百万円 

資産合計  1,950百万円 

流動負債   132百万円 

固定負債   358百万円 

負債合計   490百万円 
 

６． 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度に係る連結損益計算書

に及ぼす影響の概算額及びその算定方法 

売上高        197百万円 

営業損失        34百万円 

経常損失        25百万円 

税金等調整前当期純損失 25百万円 

当期純損失       29百万円 

１株当たり当期純損失  0円70銭 

（概算額の算定方法） 

企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算出された売上高及び損益情報と、取得企業

の連結損益計算書における売上高及び損益情報との差額を影響の概算額としております。なお、当該注記

については監査証明を受けておりません。 

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ 当該資産除去債務の概要

 社有建物に含まれるアスベストの除去費用及び不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

 

ロ 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15～50年と見積り、割引率は0.154～1.857％を使用して資産除去債務の金額を

計算しております。

 

ハ 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

期首残高 116百万円 147百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 78 6

時の経過による調整額 0 0

見積りの変更による増加額 － －

資産除去債務の履行による減少額 47 6

期末残高 147 147

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自平成25年10月１日 至平成26年９月30日） 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日 至平成27年９月30日） 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、当社取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。なお、当連結会計年度において、Peresscol Sdn. Bhd.（所在地 マレーシア クアラルンプール）の全株式を取

得し、新たに連結の範囲に含めたことに伴い、報告セグメントを従来の「中国」と合わせ、「アジア」として記載し

ております。なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。

  当社グループは各種香料を生産・販売しており、国内及び中国・米国・マレーシア以外の国外は当社が、中国、米

国、マレーシアにおいてはそれぞれ現地法人が担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、当

社が作成したグローバル戦略に基づき、各地域における戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした各会社の所在地別のセグメントから構成されてお

 り、「日本」、「アジア」、「米国」の３つを報告セグメントとしております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

  報告されているセグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記

載と概ね同一であります。

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

 

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 
（注２） 

連結財務諸表 
計上額 
（注３）   日本 アジア 米国 計 

売上高            

外部顧客への売上高 35,871 6,594 2,452 44,917 - 44,917 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
380 105 192 678 △678 - 

計 36,251 6,700 2,644 45,596 △678 44,917 

セグメント利益又は損失（△） 3,308 1,646 23 4,977 △37 4,939 

セグメント資産 84,479 12,781 3,496 100,757 △8,811 91,946 

その他の項目            

減価償却費 2,419 357 140 2,917 △6 2,910 

受取利息 69 48 0 118 △62 56 

支払利息 1 53 3 58 △57 1 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
3,502 1,161 665 5,330 - 5,330 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△37百万円は、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額△20

百万円、セグメント間の債権債務消去に係る為替差損益△13百万円、内部損益取引に係る調整額△4百万

円、その他0百万円であります。

   ２．セグメント資産の調整額△8,811百万円は、セグメント間取引に係る内部取引及び全社資産の調整額

△8,724百万円、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額△87百万円、その他0百万円であります。

     ３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日） 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 
（注２） 

連結財務諸表 
計上額 
（注３）   日本 アジア 米国 計 

売上高            

外部顧客への売上高 35,686 8,664 2,876 47,228 － 47,228 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
394 249 188 832 △832 － 

計 36,081 8,914 3,065 48,060 △832 47,228 

セグメント利益又は損失（△） 3,519 1,377 △57 4,838 13 4,852 

セグメント資産 92,140 17,333 3,725 113,200 △11,595 101,604 

その他の項目            

減価償却費 2,336 464 216 3,017 － 3,017 

受取利息 63 49 0 113 △59 54 

支払利息 0 54 13 68 △58 10 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
2,779 1,071 224 4,075 － 4,075 

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額13百万円は、セグメント間の債権債務消去に係る為替差損益11百

万円、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額2百万円、その他△0百万円であります。

   ２．セグメント資産の調整額△11,595百万円は、セグメント間取引に係る内部取引及び全社資産の調整額

△11,507百万円、セグメント間取引に係るたな卸資産の調整額△88百万円、その他0百万円であります。

     ３．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

 

【関連情報】 

前連結会計年度（自平成25年10月１日  至平成26年９月30日） 

 

１．製品及びサービスごとの情報                         （単位：百万円）

  フレグランス 食品 合計 

 外部顧客への売上高 6,062 38,855 44,917 

 

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高                                     (単位：百万円）

日本 アジア地域 北米地域 その他 合計 

32,433 10,005 2,234 244 44,917 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産                                （単位：百万円）

日本 アジア 米国 その他 合計 

21,752 6,828 2,174 - 30,755 

（注）有形固定資産の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。
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３．主要な顧客ごとの情報                     （単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 森永乳業㈱ 5,821  日本 

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日  至平成27年９月30日） 

 

１．製品及びサービスごとの情報                         （単位：百万円）

  フレグランス 食品 合計 

 外部顧客への売上高 6,219 41,008 47,228 

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高                                     (単位：百万円）

日本 アジア地域 北米地域 その他 合計 

32,187 12,135 2,677 228 47,228 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 有形固定資産                                （単位：百万円）

日本 アジア 米国 その他 合計 

22,085 8,046 2,323 － 32,614 

（注）有形固定資産の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

３．主要な顧客ごとの情報                     （単位：百万円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 森永乳業㈱ 5,188  日本 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度（自平成25年10月１日  至平成26年９月30日） 

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日  至平成27年９月30日） 

        （単位：百万円） 

  日本 アジア 米国 その他 合計 

減損損失 61 － － － 61 

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年10月１日  至平成26年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日  至平成27年９月30日）

        （単位：百万円） 

  日本 アジア 米国 その他 合計 

当期償却額 － 127 － － 127 

当期末残高 － 1,319 － － 1,319 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度（自平成25年10月１日  至平成26年９月30日）

 該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成26年10月１日  至平成27年９月30日）

 該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

 関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

  連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（百万円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容 

取引金額 
（百万円） 科目 

期末残高 
（百万円） 

役員 長谷川博一 － － 当社取締役 
（被所有） 

直接 
    0.35 

土地の購入 土地の購入 122 － － 

不動産賃借 

不動産賃借 32 － － 

賃借保証金 － 敷金 2 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針

土地の購入価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。また、不動産賃借について

は、２年ごとに不動産鑑定士の鑑定を基に賃借料を決定しております。

３．賃借保証金は、研修センター賃借の保証金であります。

４．議決権等の被所有割合は、当社が所有する自己株式1,180,479株を控除して計算しております。

 

当連結会計年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当連結会計年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

 
１株当たり純資産額 1,752円97銭

１株当たり当期純利益金額 78円00銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり純資産額 1,872円30銭

１株当たり当期純利益金額 73円16銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 3,239 3,043

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,239 3,043

期中平均株式数（株） 41,527,937 41,596,530 

（注）従持信託が所有する当社株式は、１株当たり情報の算定上の基礎となる期末普通株式数（当連結会計年度を除く）

及び期中平均株式数に含まれております。 

 

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。 
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年９月30日) 
当事業年度 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 7,609 6,933 

受取手形 888 983 

売掛金 ※１ 10,694 ※１ 11,236 

電子記録債権 1,033 1,219 

有価証券 10,499 10,999 

商品 488 371 

製品 5,085 4,989 

仕掛品 167 155 

原材料 3,093 3,609 

貯蔵品 222 208 

繰延税金資産 458 476 

その他 ※１ 1,471 ※１ 1,395 

貸倒引当金 △3 △4 

流動資産合計 41,708 42,573 

固定資産    

有形固定資産    

建物 10,016 9,755 

構築物 866 850 

機械及び装置 3,436 2,867 

車両運搬具 44 69 

工具、器具及び備品 804 780 

土地 6,408 6,398 

建設仮勘定 174 1,361 

有形固定資産合計 21,752 22,085 

無形固定資産    

ソフトウエア 188 190 

その他 0 0 

無形固定資産合計 188 190 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年９月30日) 
当事業年度 

(平成27年９月30日) 

投資その他の資産    

投資有価証券 11,933 15,609 

関係会社株式 2,776 6,019 

関係会社出資金 3,659 3,659 

関係会社長期貸付金 1,413 899 

破産更生債権等 11 10 

その他 808 880 

貸倒引当金 △54 △60 

投資その他の資産合計 20,548 27,018 

固定資産合計 42,489 49,294 

資産合計 84,198 91,868 

負債の部    

流動負債    

支払手形 431 439 

買掛金 ※１ 4,591 ※１ 4,797 

1年内返済予定の長期借入金 170 － 

未払金 1,144 1,671 

未払費用 ※１ 1,685 ※１ 1,478 

未払法人税等 50 658 

賞与引当金 882 890 

役員賞与引当金 41 36 

資産除去債務 － 78 

その他 114 467 

流動負債合計 9,112 10,519 

固定負債    

退職給付引当金 5,829 6,049 

繰延税金負債 850 1,842 

役員退職慰労引当金 1,220 1,066 

資産除去債務 147 69 

固定負債合計 8,047 9,028 

負債合計 17,160 19,548 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(平成26年９月30日) 
当事業年度 

(平成27年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,364 5,364 

資本剰余金    

資本準備金 6,554 6,554 

その他資本剰余金 146 737 

資本剰余金合計 6,700 7,292 

利益剰余金    

利益準備金 394 394 

その他利益剰余金    

圧縮記帳積立金 361 378 

別途積立金 28,700 28,700 

繰越利益剰余金 21,366 22,107 

利益剰余金合計 50,821 51,580 

自己株式 △1,480 △321 

株主資本合計 61,406 63,915 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 5,631 8,404 

評価・換算差額等合計 5,631 8,404 

純資産合計 67,038 72,320 

負債純資産合計 84,198 91,868 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年10月１日 
 至 平成26年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成26年10月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 ※１ 36,251 ※１ 36,081 

売上原価 ※１ 24,001 ※１ 23,684 

売上総利益 12,249 12,396 

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 9,458 ※１,※２ 9,560 

営業利益 2,790 2,836 

営業外収益    

受取利息 ※１ 69 ※１ 63 

受取配当金 183 196 

その他 ※１ 355 ※１ 348 

営業外収益合計 608 607 

営業外費用    

支払利息 1 0 

その他 41 37 

営業外費用合計 43 38 

経常利益 3,356 3,405 

特別利益    

投資有価証券売却益 19 － 

特別利益合計 19 － 

特別損失    

固定資産廃棄損 ※３ 113 ※３ 159 

減損損失 － 61 

投資有価証券評価損 － 12 

特別損失合計 113 233 

税引前当期純利益 3,261 3,172 

法人税、住民税及び事業税 705 976 

法人税等調整額 378 126 

法人税等合計 1,084 1,103 

当期純利益 2,177 2,068 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年10月１日 至 平成26年９月30日）

                (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

圧縮記帳
積立金 

別途積立金 繰越利益
剰余金 

当期首残高 5,364 6,554 146 6,700 394 362 28,700 20,640 50,097 

会計方針の変更による累積的
影響額                 － 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

5,364 6,554 146 6,700 394 362 28,700 20,640 50,097 

当期変動額                   

剰余金の配当               △1,453 △1,453 

当期純利益               2,177 2,177 

自己株式の取得                   

自己株式の処分     0 0           

自己株式の従持信託からの売
却                   

圧縮記帳積立金の取崩           △1   1 － 

税率変更に伴う圧縮記帳積立
金の変動額           0   △0 － 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計 － － 0 0 － △1 － 725 724 

当期末残高 5,364 6,554 146 6,700 394 361 28,700 21,366 50,821 

 

               

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

自己株式
（従持信
託所有
分） 

自己株式
合計 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 △1,350 △270 △1,621 60,541 4,158 4,158 64,700 

会計方針の変更による累積的
影響額       －     － 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 

△1,350 △270 △1,621 60,541 4,158 4,158 64,700 

当期変動額               

剰余金の配当       △1,453     △1,453 

当期純利益       2,177     2,177 

自己株式の取得 △1   △1 △1     △1 

自己株式の処分 0   0 0     0 

自己株式の従持信託からの売
却   141 141 141     141 

圧縮記帳積立金の取崩       －     － 

税率変更に伴う圧縮記帳積立
金の変動額       －     － 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）         1,473 1,473 1,473 

当期変動額合計 △0 141 140 864 1,473 1,473 2,337 

当期末残高 △1,351 △129 △1,480 61,406 5,631 5,631 67,038 
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当事業年度（自 平成26年10月１日 至 平成27年９月30日）

                (単位：百万円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計   

圧縮記帳
積立金 別途積立金 

繰越利益
剰余金 

当期首残高 5,364 6,554 146 6,700 394 361 28,700 21,366 50,821 

会計方針の変更による累積的
影響額               △64 △64 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 5,364 6,554 146 6,700 394 361 28,700 21,301 50,757 

当期変動額                   

剰余金の配当               △1,245 △1,245 

当期純利益               2,068 2,068 

自己株式の取得                   

自己株式の処分     591 591           

自己株式の従持信託からの売
却                   

圧縮記帳積立金の取崩           △1   1 - 

税率変更に伴う圧縮記帳積立
金の変動額           18   △18 - 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）                   

当期変動額合計 － － 591 591 － 16 － 806 822 

当期末残高 5,364 6,554 737 7,292 394 378 28,700 22,107 51,580 

 

               

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

自己株式
（従持信
託所有
分） 

自己株式
合計 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

当期首残高 △1,351 △129 △1,480 61,406 5,631 5,631 67,038 

会計方針の変更による累積的
影響額       △64     △64 

会計方針の変更を反映した当期
首残高 △1,351 △129 △1,480 61,342 5,631 5,631 66,973 

当期変動額               

剰余金の配当       △1,245     △1,245 

当期純利益       2,068     2,068 

自己株式の取得 △0   △0 △0     △0 

自己株式の処分 1,030   1,030 1,621     1,621 

自己株式の従持信託からの売
却   129 129 129     129 

圧縮記帳積立金の取崩       -     - 

税率変更に伴う圧縮記帳積立
金の変動額       -     - 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）         2,772 2,772 2,772 

当期変動額合計 1,029 129 1,159 2,573 2,772 2,772 5,346 

当期末残高 △321 - △321 63,915 8,404 8,404 72,320 
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

② 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③ その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

 

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法。なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。

建物及び構築物 ８～50年

機械装置 ８年

（２）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金

 売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

 従業員及び執行役員への賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度負担額を

計上しております。

（３）役員賞与引当金

 取締役及び監査役に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度末における年間支給見込額に基づき、

当事業年度において負担すべき額を計上しております。

（４）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。また、執行役員（取締役である執行役員を除く）に対する退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として10年）による定額法により按分した額を、発生の翌事業年度から費用処理しております。
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（５）役員退職慰労引当金

 取締役及び監査役の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上しており

ます。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

   退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の

方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理方法 

  税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）を、

当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間に

近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変

更いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年

度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。 

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が99百万円増加し、利益剰余金が64百万円減少しております。

なお、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27

年３月26日）を当事業年度より適用しております。なお、適用初年度の期首より前に締結された信託契約に係る

会計処理については、同実務対応報告の方法によらず、従来採用していた方法を継続しております。
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（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行って

おりましたが、当事業年度をもって当該取引は終了しております。

（1）取引の概要

 当社は、当社従業員に対する当社の中長期的な企業価値向上のインセンティブ付与と、株主としての資本参加

による従業員の勤労意欲高揚を通じた、当社の恒常的な発展を促すことを目的として、平成22年９月に「信託型

従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下「本プラン」）を導入しております。本プランは、

「長谷川香料従業員持株会」（以下「持株会」）に加入するすべての従業員を対象とするインセンティブ・プラ

ンです。本プランでは、当社が信託銀行に「長谷川香料従業員持株会専用信託」（以下「従持信託」）を設定

し、従持信託は、本プランを導入後５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を予め取得し

ます。その後は、従持信託から持株会に対して定時に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持

信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満た

す者に分配されます。なお、当社は、従持信託が当社株式を取得するための借入金に対し保証をしているため、

当社株価の下落により従持信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において従持信託内に当該株式売

却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。また、当

社は平成22年９月17日付で、自己株式590千株（821百万円）を従持信託へ譲渡し、当該自己株式については、当

社から従持信託へ株式を譲渡した時点で売却処理を行っております。

 なお、当事業年度における信託終了時点で、従持信託内の借入金は完済されたため、当社が弁済すべき残債は

ありません。

 

(2）信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

27年３月26日）第20項を適用し、従来採用していた方法を継続しております。

 

(3）信託が保有する自社の株式に関する事項

 信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前事業年度129百万円で、株主資本において自己株式と

して計上しております。

 また当該株式の期末株式数は、前事業年度93千株であり、期中平均株式数は、前事業年度140千株、当事業年

度49千株で、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式には含めておりません。

 

（貸借対照表関係）

※１.  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
当事業年度

（平成27年９月30日）

短期金銭債権 868百万円 1,047百万円

短期金銭債務 104 185
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（損益計算書関係）

※１. 関係会社との取引に係るものが次の通り含まれております。

 
前事業年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当事業年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

営業取引による取引高

 売上高

 仕入高

 外注加工費

 その他営業取引高

営業取引以外の取引による取引高

 

602百万円

288

467

308

138

 

606百万円

304

711

267

142

 

※２. 販売費に属する費用のおおよその割合は、前事業年度52.4％、当事業年度53.0％、一般管理費に属する費用のお

およその割合は、前事業年度47.6％、当事業年度47.0％であります。

    販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度 

（自 平成25年10月１日 
  至 平成26年９月30日） 

 当事業年度 
（自 平成26年10月１日 

  至 平成27年９月30日） 

給料手当及び賞与 4,060百万円 4,186百万円 

賞与引当金繰入額 553 565 

役員賞与引当金繰入額 41 36 

退職給付費用 467 498 

役員退職慰労引当金繰入額 150 150 

減価償却費 617 549 

 

 

※３. 固定資産廃棄損の内訳 

 
前事業年度

（自 平成25年10月１日
至 平成26年９月30日）

当事業年度
（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

建物 49百万円 54百万円

構築物 3 13

機械及び装置 47 （注）89

車両運搬具 0 0

工具、器具及び備品 13 1

ソフトウエア 0 －

計 113 159

(注)当事業年度において、減損損失の対象とした遊休資産の撤去費用が73百万円含まれております。

 

（有価証券関係）

 子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式6,010百万円、関連会社株式9百万円、

前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式2,767百万円、関連会社株式9百万円）は、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
 

当事業年度
（平成27年９月30日）

繰延税金資産     

退職給付引当金 2,063百万円  1,945百万円

役員退職慰労引当金 432   342

賞与引当金 312   293

試験研究費棚卸資産負担額 95   83

投資有価証券評価損 90   81

未払事業税 12   63

資産除去債務 52   47

その他 296   313

繰延税金資産小計 3,355   3,170

評価性引当額 △424   △348

繰延税金資産合計 2,931   2,821

繰延税金負債との相殺 △2,472   △2,345

繰延税金資産の純額 458   476

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金 △3,050   △3,933

圧縮記帳積立金 △198   △178

その他 △74   △75

繰延税金負債合計 △3,322   △4,187

繰延税金資産との相殺 2,472   2,345

繰延税金負債の純額 △850   △1,842

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

 
前事業年度

（平成26年９月30日）
 

当事業年度
（平成27年９月30日）

法定実効税率 37.8％   35.4％

（調整）      

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.4   2.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1   △1.1

法人税額の特別控除 △8.2   △9.7

評価性引当額 0.5   △0.6

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.4   7.9

その他 0.4   △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2   34.2

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年3月31日に公布され、平成27年4月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等

が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来

の35.4％から平成27年10月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.9％に、平成28年10月

１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.1％になります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額が271百万円、繰延税金負債の金額が429百万円それぞれ減少するとと

もに、法人税等調整額が246百万円、その他有価証券評価差額金が404百万円それぞれ増加しております。
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（企業結合等関係）

 連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

７．その他

(1）役員の異動

①代表者の異動 

 該当事項はありません。 

 

②その他の役員の異動

 

・新任取締役候補

おおかど しんご 

取締役         大門 進吾   現 当社社外監査役

（注）大門進吾氏は、社外取締役の候補者であります。

 

・新任監査役候補 

やすだ    まきこ 

非常勤監査役      保田 眞紀子  現 保田法律事務所代表 

新生信託銀行株式会社 社外監査役 

ゆはら    たかお 

非常勤監査役      湯原 隆男   現 株式会社リコー 社外監査役 

株式会社モフィリア 社外監査役 

亀田製菓株式会社 社外監査役 

株式会社レオパレス21 社外監査役 

なかの    しんいち 

非常勤監査役      中野 眞一   現 公認会計士中野眞一事務所代表 

ＳＥＭＩＴＥＣ株式会社 社外取締役（監査等委員） 

（注）保田眞紀子氏、湯原隆男氏及び中野眞一氏は、社外監査役の候補者であります。 

 

・退任予定監査役

おがわ   のぶあき 

非常勤監査役      小川 信明 

かせ   けんじ 

非常勤監査役      加瀬 兼司 

 

③就任・退任予定日

平成27年12月17日

 

(2）その他

  該当事項はありません。
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